
別記第１号様式別紙３（要綱第７条関係）

東京都住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅
安心居住パッケージ事業 実施計画書
１　事業の実施方針

	


２　事業実施地域

	


３　支援対象者

	


４　実施方法

（１）事業実施職員

	勤務形態
	経験年数
	取得資格
	主に従事する業務・内容
	他補助

の有無

	
	年
	
	
	

	
	年
	
	
	

	
	年
	
	
	


· 勤務形態の欄は、常勤、非常勤の区別について記入してください。
· 他補助の有無の欄には、国土交通省所管事業（共生社会実現に向けた住宅セーフティネット機能強化・推進事業）の補助申請の有無を記入してください。
（２）実施内容

　　① 居住支援サービスのマネジメント（実施方法等）

　　② 居住支援サービスの提供（サービスの内容・提供体制・価格等）

　　③　居住支援ネットワークの強化（連携強化を図る機関・連携方法・効果等）

	関係機関名（名称）
	連携方法（方法、実施回数等）

	例：○○区○○課
	

	
	

	
	

	
	


　　④　現状把握、課題分析及び対応策提案
（３）事業実施工程


· 具体的な取組を実施するうえでかかる時間数をそれぞれ記入してください。

注　各項目について、この様式によらず任意の様式に記載して構いません。

【担当者連絡先】

	担当部署名
	

	担当者名
	

	住所
	

	電話番号　
	

	メールアドレス
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